
 

 

 

 

市場施設供用後の地下水管理システム 

資料１ 
第７回豊洲新市場予定地の土壌汚染対策工事に関する技術会議 
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Ⅰ 市場施設供用後の地下水管理システム 
 

1. 地下水管理の基本方針（再掲） 
 

地下水管理に関連する提案技術については、地下水管理システムに求められる水位の把握、水質の確

認、揚水、浄化といった全ての要件を満足するものは無かった。このため、以下では、提案された技術

に加え、一部既存の技術を組合わせ、地下水管理システムを構築した。 

 

(1) 地下水管理の目的 

地下水管理は、汚染土壌対策及び汚染地下水対策を行った後、将来に亘って地下水位を A.P.+2m 以下

に維持管理するため、地下水（水位・水質）の動態を効率的かつ精度よくモニタリングするとともに、

地下水位が上昇した場合の対策を迅速・確実に実施することを目的とする。 

 

(2) 地下水管理システムの構造 

地下水管理システムの具備すべき条件とシステム構築の基本的考え方は以下のとおりである。 

○実効性が高いシステム 

実績に裏付けられた既存技術を有機的に組み合わせることにより、より実効性の高いシステムとする。 

○情報技術を活用したシステム 

長期間の地下水管理を効率よく実行するためには維持管理が容易なシステムであることが必要であり、

情報技術を最大限活用したシステムとする。 

○ユニット化したシステム 

システムとして要求される機能を複数のユニットに分類し、各ユニット毎に最適の手法を導入して全

体システムを構築する。現時点で想定するユニットは、①水位・水質の計測システム、②データをリ

アルタイムで管理する通信システム、③確実な地下水管理を実現する揚水・処理システム、④将来に

亘る維持管理・モニタリングシステム等である。 

○街区毎に独立したシステム 

各街区の土地利用上の特性を考慮して、構築するシステムは各街区毎に独立した形態とする。 

 

 

図-1 地下水管理システムの概念 

 

 

 

 

 

 

 

2. 施設の配置計画 

 

(1) 検討方法 

地下水管理の指標は「対象地域の地下水を AP+2.0m 以下に維持する」ことであり、そのために止水壁

と井戸の組み合わせによる地下水管理を行なう計画である。ここでは、既往調査で確認された当該地の

現況地質・地下水状況や供用後の土地利用計画を反映した地下水涵養条件を再現する三次元地下水流動

モデルを構築した。このモデルに基づき、対象地域の全域で上記の管理指標を満足するような揚水量、

揚水井戸の数、配置箇所等を検討した。さらに、揚水井戸の設置箇所を基に将来のモニタリングに供す

る観測井戸の配置を検討した。 

 

(2) 施設の配置と計画揚水量 

揚水井戸と観測井戸の配置及び地下水管理に係る浄化施設などの配置を表-1及び図-2に示す。主要施

設としては、揚水井戸、観測井戸、送水管、処理施設等があり、それぞれ下記の方針に基づいて配置を

検討した。また、これらの施設は原則として各街区毎に独立して設置することとする。 

揚水井戸 

・必要揚水量から、井戸の本数を設定する。 

・地下水流動モデルによる水位予測結果から、地下水位が高くなる位置に設置する。 

送水管 

・建屋下はできる限り避ける。 

処理施設及び一時貯留槽 

・街区毎に１基配置する。一時貯留槽は処理施設の地下に設け、地表部の活動を妨げないようにする。 

観測井戸 

・基本的に、４つの揚水井戸の対角線の交点に配置する。ただし、街区の周辺部については、別途考

慮する。 

処理水量 

・上記の地下水モデルで算定した必要揚水量は 114m3/日（79 ?/分）である。 

 

 

 

表-1 地下水管理に係る施設概要 

 ５街区 ６街区 ７街区 計 

揚水井戸（本） 7 6 6 19 

送水管延長（ｍ） 820 950 880 2650 

処理施設（基） 1 1 1 3 

観測井戸（本） 7 8 8 23 
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３．地下水管理システム 

 

地下水管理は、場内の地下水位を管理基準(AP+2.0ｍ)以下に維持すること及び水質を環境基準にて管

理するとともに、将来に亘って維持管理、モニタリングを継続するものである。 

 このような地下水管理システムの構成(案)を図-7に示す。各システムの内容は以下のとおりである。 

(1) 地下水の水位・水質の計測システム 

① 地下水の水位・水質の動態観測は以下の項目について実施する。 

  ・地下水の水位 

  ・地下水の水質 

  ・気象(降雨量) 

② 地下水の水位観測は、ワイヤレス水位計(無線)か圧力式水位計(有線)の何れかを想定する。 

③ 地下水の水質測定は、全ての揚水井及び観測井を対象として実施する。 

④ 気象の観測は当該地の 1箇所に雨量計を設置して行う。なお、「降雨強度と地下水位上昇の関係を

プログラム化し降雨時の地下水位レベルに応じて予めポンプを稼動させる」システムも有効であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 ワイヤレス水位計のイメージ        図-4 降雨強度と連動した地下水管理 

(2) データ通信・管理システム 

① 地下水位及び気象データの通信は「無線＋有線」方式と「有線」方式の 2 つを検討する。なお、

計測～通信～監視の全てを無線化する方法も可能であるが、観測データの安全管理を考慮して通

信～監視のプロセスは原則として有線方式とする。 

② 無線方式によるデータ通信は、無線端末と専用センサを井戸地点に設置し、広域無線ネットワー

クを（必要に応じて中継点を設置）を介して監視地点へデータ転送して集積・モニタリングを行

うものである。 

③ 有線方式によるデータ通信は、従来型の水圧式水位計とデータロガーを組み合わせて、有線によ

り監視端末にデータを転送するものである。 

④ データの管理サイトは各街区毎に設置し、これらを統合した 1 箇所の中央監視センターで遠隔監視す

ることとする。 

 

図-5 無線方式によるデータの送信・管理システムのイメージ 

 

(3) 揚水・処理・排水システム 

地下水の水位観測データから管理水位を超えるデータが検出された場合は、揚水井戸を稼動して管

理水位以下に地下水を制御する。システムの具体的機能は以下のとおりである 

① 水位監視システム～揚水井戸稼動は自動システムを基本とする。 
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図－７（１） 地下水管理システムの構成（案―１：有線） 

 

 
図－７（２） 地下水管理システムの構成（案―２：無線＋有線） 
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４．地下水管理システムの維持管理 

 

(1) 維持管理の方針 

① 対象地の地下水管理システムが長期間正常に機能するよう、システムの構成要素（計測、データ

通信・管理、揚水・処理・排水システム）毎に維持管理マニュアルを策定する。 

② 各システムの維持管理上の必須事項は下記のとおりである。 

・計測システム 

リアルタイムで集積される水位データに異常（急激な変化や欠測）が無いかを日常的にチェッ

クするとともに、定期的に（原則として毎月 1 回）全井戸の水位観測を実施して、実測値との

整合を検証する。 

・データ通信・管理システム 

  ハード、ソフト(端末)を含めて年 1回の保守点検を実施する。 

・揚水・処理・排水システム 

  ハード、ソフト(端末)を含めて年 1回の保守点検を実施する。 

(2) 予知保全 

① 維持管理の段階で発生の可能性が考えられるリスクについては、事前にその対策を検討しておく

ことが必要である。このため。本地下水管理システムの予知保全マニュアルとして事前に整備す

る。 

② 設備に関して現時点で想定される主要な予知保全項目とその対策を以下に記す。 

・揚水井の機能低下 

一般に、地下水の揚水井戸では目詰まりによる機能低下が懸念される。目詰まりの発生にはい

くつかの要因があり、最も一般的なものとしては地盤の細粒分がストレーナー周辺に集積して

起きる物理的なものや、鉄バクテリアの繁殖による生物化学的な要因がある。何れも井戸設置

時に十分な対策を講じれば、目詰まりの発生はある程度軽減できる。 

このような目詰まりに伴う井戸の機能低下に対しては、上記の維持管理システムの中で定期的

な井戸洗浄を行うこととするが、万が一回復困難と判断された場合には、土地利用上の制約が

無い近傍箇所に緊急に新規揚水井戸を設置することとする。 

・計測機器の不具合 

地下水位のセンサーは、定期的に実施する水位観測の実測値と照合しながら機器の性能管理を

行うが、公称の耐用年数が来た時点で、例え機能上問題が無い場合でも新規に取り替えること

とする。なお、万が一の故障に迅速に対応するため、各街区に取り替えるセンサーを事前に準

備する。また、落雷などの被害を避けるための対策を講ずる。 

・揚水ポンプの故障 

揚水ポンプは、計測機器と同様に公称の耐用年数が来た時点で、例え機能上問題が無い場合で

も新規に取り替えることとする。なお、万が一の故障に迅速に対応するため、各街区に取り替

える予定のポンプを準備する。 

  ③ 不測の事態で一時的にデータの監視システムが作動しない場合を想定して、手動でも対応できる

機能を組み込むこととする。 
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５．イニシャルコストとランニングコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

    

   

  

  

  

  

  

 

 

  

  

  

 




